
（注７） 発電設備の区分は次の記号にて記載すること。

記号 発 電 設 備 規 模

Ｓ 太陽光発電設備のみ 10未満

Ｔ 太陽光発電設備（ダブル発電） 10未満

太陽光発電設備 10以上50未満

Ａ 太陽光発電設備 50以上2000未満

太陽光発電設備 2000以上

Ｃ 風力発電設備 20未満

Ｄ
風力発電設備（陸上風力） 20以上

風力発電設備（陸上風力リプレース） 20以上

Ｕ 風力発電設備（洋上風力） 20以上

地熱発電設備 15000未満

Ｋ 地熱発電設備（全設備更新型リプレース） 15000未満

地熱発電設備（地下設備流用型リプレース） 15000未満

地熱発電設備 15000以上

Ｌ 地熱発電設備（全設備更新型リプレース） 15000以上

地熱発電設備（地下設備流用型リプレース） 15000以上

Ｅ 水力発電設備 200未満

Ｖ 水力発電設備（既設導水路活用型リプレース） 200未満

Ｉ 水力発電設備 200以上1000未満

Ｘ 水力発電設備（既設導水路活用型リプレース） 200以上1000未満

Ｊ 水力発電設備 1000以上5000未満

Ｙ 水力発電設備（既設導水路活用型リプレース） 1000以上5000未満

Ｊ 水力発電設備 5000以上30000未満

Ｙ 水力発電設備（既設導水路活用型リプレース） 5000以上30000未満

Ｍ バイオマス発電設備（メタン発酵ガス化発電（バイオ
マス由来）



１ バイオマス発電設備（間伐材等由来の木質バイオマス） 2000未満

Ｎ バイオマス発電設備（間伐材等由来の木質バイオマス） 2000以上

Ｏ

バイオマス発電設備（一般木質バイオマス・農作物の
収穫に伴って生じるバイオマス）

20000未満

バイオマス発電設備（一般木質バイオマス・農作物の
収穫に伴って生じるバイオマス）

20000以上

Ｑ バイオマス発電設備（建築資材廃棄物） 

Ｒ バイオマス発電設備（一般廃棄物・その他のバイオマ
ス）


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（注１） 法人にあっては、「名称」は登記簿上の名称を記載すること。「住所」は、登記すべき本店
又は主たる事務所の所在地を記載すること。以下この様式において同じ。

（注２） 変更前の認定計画を記載すること。
（注３） 運転開始後を選択した場合は、運転開始日を記載するとともに、受給が開始されたこと

を証する電力会社発行の書類を提出すること。
（注４） 申請書を提出する担当経済産業局は次の記号にて記載すること。

Ａ：北海道経済産業局、Ｂ：東北経済産業局、Ｃ：関東経済産業局、Ｄ：中部経済
産業局、Ｅ：近畿経済産業局、Ｆ：中国経済産業局、Ｇ：四国経済産業局、Ｈ：九
州経済産業局、Ｉ：内閣府沖縄総合事務局

（注５） 変更の有無の記載欄については、変更が無い場合、「変更なし」のボックスにチェックし、
変更後の記載欄以降の記載は不要とする。変更がある場合、「変更あり」のボックスに
チェックし変更内容及び変更理由を記載すること。備考欄は必要があれば記載すること。

（注６） 再生可能エネルギー発電事業者を変更する場合は、変更前の再生可能エネルギー発電事
業者の承諾を得た上で、その旨が分かる書類を添付して、変更後の再生可能エネルギー
発電事業者が申請を行うこと（変更前の再生可能エネルギー発電事業者が死亡して相続
が生じたなどの事由により、やむを得ず変更後の再生可能エネルギー発電事業者を申請
者とする場合は、変更前の再生可能エネルギー発電事業者から再生可能エネルギー発電
事業者たる地位を承継した事実又は法定相続人全員の同意を得たことを証明する書類
（戸籍謄本、同意書等）を提出する必要がある。）。また、法人番号がある場合はその番
号も併記すること。再生可能エネルギー発電事業者について、氏名若しくは名称のみを
変更する場合又は会社の分割若しくは吸収合併により変更する場合は、変更後に様式第
６により届け出ること。

（注８） 発電出力は、当該申請に係る発電設備の定格発電出力を小数１桁（小数第２位切捨て）
まで記載し、接続の同意を証する書類の写しを添付すること。太陽光発電設備の場合は、
太陽電池の合計出力とパワーコンディショナーの出力のいずれか小さい方の出力とし、
パワーコンディショナーを複数台設置している場合は、各系列における太陽電池の合計
出力とパワーコンディショナーの出力のいずれか小さい方の出力を合計した値を記載す
ること。なお、変更後の発電出力が、10未満になる場合は、様式第４により申請する
こと。また、電気事業者による接続の検討の結果、出力を変更しなければならない場合
にあっては、変更理由欄の「電気事業者都合」のボックスにチェックを付して、その根
拠となる書類を提出すること。




		2017-08-30T14:51:36+0900
	C＝JP,O＝Japanese Government,CN＝Ministry of Finance
	NationalPrintingBerau
	（なし）




